
登録再生利用事業者 [全事業共通項目]不正転売防止ガイドラインへの対応]    業界自主基準チェックシート                          一般社団法人 全国食品リサイクル連合会 

 

 

 

調査年月日には実際に調査した日付を記入すること 

調査対象欄には 調査対象の会社名を記入すること 

調査者には、審査した人の名前を記入すること 

実施確認の結果評価については、総合的に勘案して不正転売への取組を評価すること 

 

 

☑実施 （実施していることを確認） ☑不可（実施できていない場合にチェックする）  ☑対象外（対象としない項目を確認）☑今後検討（次の更新審査までに取り組む） 

1．不正転売防止措置に関する具体的な取組について 実施 不可 対象

外 

今後

検討 

関係書類 コメント 

不正転売

防止の具

体的な対

策 

社員の持ち帰りや食用利用や転売を禁止し

ているか 

☑ □ □ □ 社員教育 新人入社教育では必須教育している。 

社員に誓約書を書かせているか ☑ □ □ □ 誓約書あり 社員の持ち帰りや食用利用や転売禁止については、入社時、就

業規則（服務規律）で定めており、社員一人一人に誓約書にも

署名させて理解を得ている。 

冷蔵庫がある場合、施錠保管しているか □ □ ☑ □  冷蔵庫はあるが、即日処理しているため使用はしていない。 

転売防止の掲示物を掲示しているか ☑ □ □ □ 掲示物あり 不正転売防止の掲示物を事務所に掲示している。 

タグ管理等により食品廃棄物を区分してい

るか 

□ □ ☑ □   

適正な料

金での受

託 

地域相場を調べて把握しているか（環境省情

報提供） 

☑ □ □ □ 全食リ連 会員交流及び行政情報 ① 地域相場については、全食リ連の会員間における情報など

により把握している。 

② 地元、市町村の焼却処理単価の変更については、当該市町

村より通知がくるので把握できている。熊谷市 18円、深谷

18円、東松山 20円、秩父市 15円、本庄市・上里町・美里

町・神川町 20円、寄居町 18円、 

③ 群馬県 藤岡市 20円、高崎市 15円、前橋市 18円、伊勢

崎市 20円、玉村町 17円 

原価計算方法について書類を用いて説明で

きるか 

☑ □ □ □ 原価計算書 原価計算については、５年前と同様、決算書から食品リサイク

ル部門を抽出し、過去１０年間の収支計算の推移をエクセル表

により数値計算している。また、管理費やプラント・建物の減

価償却なども含めた把握が行われている。利益の上乗せについ

ては、今後、各事業ごとの人件費等の按分割合の算出根拠をよ

り明確化することにより、引き続き、精度の高い算定方法が検

討課題として挙げられている。 

調査年月日 調査対象 調査者 区分 確認者 

令和 5 年 7

月 18 日 

会社名 

㈱サニタリセンター 

 

所属 

担当者名 

全食リ連 松岡力雄 

更新審査 木村文男 

実施確認の 

結果評価 
評価  可・不可 

 



利益上乗せ部分について書類を用いて説明

できるか 

☑ □ □ □  上記の計算により製造原価が損益分岐点となり、それに地域相

場の処理単価を加味した上で、受け入れ量や肥料製造量を推

計。 

地域における一般的な処理料金の半値程度

を下回る価格で受託していないか 

☑ □ □ □  上記の計算により、おいて半値を下回る金額では受託していな

い。 

処理料金を公示（掲示）しいているか ☑ □ □ □  掲示板において表示している。 

適正処理料金受託のため排出事業者への理

解・努力している内容を説明できるか 

☑ □ □ □  上記により説明している。 

 

 

 

特記事項 

① 混合物が多く、転売できるようなものは受け入れていない。 

② 社員の持ち帰りや食用利用や転売禁止については、入社時、就業規則（服務規律）で定めており、社員一人一人に誓約書にも署名させて理解を得ている。 

③ ５年前と同様不正転売防止のため、社員自身がＧマーク安全ＰＴ（貨物自動車運送事業安全性評価・全国トラック協会推進・認定）が、その活動の一環として、不正転売防止についても社員自らが主体性をも

って、啓発掲示板を作成している点が高く評価できる。 

④ 収集範囲の市町村の処理単価を、細かく調査し把握している。 

 

 

 

 

総評 

① 不正転売については、転売できるようなものを受け入れていないため問題としていない。 

② 原価計算については、５年前と同様、決算書から食品リサイクル部門を抽出し、過去１０年間の収支計算の推移をエクセル表により数値計算している。また、管理費やプラント・建物の減価償却なども含めた

把握が行われている。利益の上乗せについては、今後、各事業ごとの人件費等の按分割合の算出根拠をより明確化することにより、精度の高い算定方法が検討課題として引き続き挙げられている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


